
用語の説明

Ｐ１

●耕地

農作物の栽培を目的とする土地のことをいい、

けい畔（あぜ）を含む。

●農業経営体

農産物の生産を行うか又は委託を受けて農作

業を行い、生産又は作業に係る面積・頭羽数が、

次の規定のいずれかに該当する事業を行う者を

いう。

(1) 経営耕地面積が30ａ以上の規模の農業

(2) 農作物の作付面積又は栽培面積、家畜の

飼養頭羽数又は出荷羽数、その他の事業の

規模が次の農業経営体の基準以上の農業

① 露地野菜作付面積 15 ａ

② 施設野菜栽培面積 350 ㎡

③ 果樹栽培面積 10 ａ

④ 露地花き栽培面積 10 ａ

⑤ 施設花き栽培面積 250 ㎡

⑥ 搾乳牛飼養頭数 1 頭

⑦ 肥育牛飼養頭数 1 頭

⑧ 豚飼養頭数 15 頭

⑨ 採卵鶏飼養羽数 150 羽

⑩ ブロイラー年間出荷羽数 1,000 羽

⑪ その他

調査期日前１年間における農業生産物

の総販売額50万円に相当する事業の規模

(3) 農作業の受託の事業

Ｐ３

●作付（栽培）延べ面積

水稲（子実用）、麦類（子実用）、大豆（乾

燥子実）、そば（乾燥子実）、なたね（子実

用）及びその他作物の作付（栽培）面積の合計

をいう。したがって、年産区分を同一とする水

稲二期作栽培、季節区分別野菜等により、同一

ほ場に２回以上作付けされた場合は、それぞれ

を作付面積とし、延べ面積とした。

●耕地利用率

耕地面積を「100 とした作付（栽培）延べ

面積の割合のことをいう。

耕地利用率（％） ＝ 作付（栽培）延べ面積

÷ 耕地面積 × 100

Ｐ４

●荒廃農地

現に耕作に供されておらず、耕作の放棄によ

り荒廃し、通常の農作業では作物の栽培が客観

的に不可能となっている農地をいう。

●再生利用が可能な荒廃農地

抜根、整地、区画整理、客土等により再生す

ることによって、通常の農作業による耕作が可

能となると見込まれる荒廃農地をいう。

●再生利用が困難と見込まれる荒廃農地

森林の様相を呈しているなど農地に復元する

ための物理的な条件整備が著しく困難なもの、

又は周囲の状況から見て、その土地を農地とし

て復元しても継続して利用することができない

と見込まれるものに相当する荒廃農地をいう。

Ｐ５

●個人経営体

個人（世帯）で事業を行う経営体をいう。な

お、法人化して事業を行う経営体は含まない。

●主業経営体

農業所得が主（世帯所得の50％以上が農業所

得）で、調査期日前１年間に自営農業に60日以

上従事している65歳未満の世帯員がいる個人経

営体をいう。

●準主業経営体

農外所得が主（世帯所得の50％未満が農業所

得）で、調査期日前１年間に自営農業に60日以

上従事している65歳未満の世帯員がいる個人経

営体をいう。

●副業的経営体

調査期日前１年間に自営農業に60日以上従事

している65歳未満の世帯員がいない個人経営体

をいう。

●団体経営体

個人経営体以外の経営体をいう。

Ｐ６

●基幹的農業従事者

15歳以上の世帯員のうち、ふだん仕事として

主に自営農業に従事している者をいう。

●雇用延べ人日

農業経営のために雇った「常雇い」及び「臨

時雇い （手間替え・ゆい（労働交換）、手伝

い（金品の授受を伴わない無償の受け入れ労

働）を含む。）の雇用日数の合計（１日８時間

労働で換算）。
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用語の説明（つづき）

Ｐ８、９

●指定野菜

野菜生産出荷安定法（昭和41年法律第103

号）第２条に規定する「消費量が相対的に多く

又は多くなることが見込まれる野菜であって、

野菜生産出荷安定法施行令（昭和41年政令第

224号）第１条に掲げる次の品目をいう。

キャベツ（春キャベツ、夏秋キャベツ及び冬

キャベツ）、きゅうり（冬春きゅうり及び夏秋

きゅうり）、さといも（秋冬さといも）、だい

こん（春だいこん、夏だいこん及び秋冬だいこ

ん）、トマト（冬春トマト及び夏秋トマト）、

なす（冬春なす及び夏秋なす）、にんじん（春

夏にんじん、秋にんじん及び冬にんじん）、ね

ぎ（春ねぎ、夏ねぎ及び秋冬ねぎ）、はくさい

（春はくさい、夏はくさい及び秋冬はくさい）、

ピーマン（冬春ピーマン及び夏秋ピーマン）、

レタス（春レタス、夏秋レタス及び冬レタス）、

たまねぎ、ばれいしょ及びほうれんそう

●畑作物共済事業

ばれいしょ、大豆（えだまめを含む。）、小

豆、いんげん、てん菜、さとうきび、茶（一番

茶に限る。）、そば、スイートコーン、たまね

ぎ、かぼちゃ、ホップ、蚕繭を対象とした共済

事業をいう。

●特定野菜等供給産地育成価格差補給事業

指定野菜以外の野菜のうち、国民消費生活上

及び地域農業振興上の重要性等から指定野菜に

準ずる野菜として位置付けられる特定野菜(35

品目)の価格が著しく低落した場合に、価格差

補給金を交付することにより、野菜農家の経営

に及ぼす影響を緩和し、次期作の確保と、消費

者への野菜の安定的な供給を図る制度をいう。

Ｐ10

●果樹共済事業

温州みかん、なつみかん、いよかん、指定か

んきつ、りんご、ぶどう、なし、もも、おうと

う、びわ、かき、くり、うめ、すもも、キウイ

フルーツ及びパインアップルを対象とした共済

事業をいう。

Ｐ11

●乳用牛

搾乳を目的として飼養している牛及び将来搾

乳牛に仕立てる目的で飼養している子牛をいう。

したがって、集計の対象はめすのみとし、交配

するための同種のおすは除いた。

●肉用牛

肉用を目的として飼養している牛をいう（種

おす、子取り用めす牛を含む。）。

肉用牛、乳用牛の区分は、品種区分ではなく、

利用目的によることとし、乳用種のおすばかり

でなく、めすの未経産牛も肥育を目的として飼

養している場合は肉用牛とした。

ただし、乳用牛の廃牛を肥育しても肉用牛に

は含めない。

●豚

肉用を目的として飼養している豚をいう。

●採卵鶏

鶏卵を生産することを目的として飼養してい

る鶏をいう。

Ｐ12

●農業産出額（都道府県別推計）

都道府県別の品目ごとの生産数量に、品目ご

との農家庭先販売価格（消費税を含む。）を乗

じて求めたものである。なお、都道府県別推計

における中間生産物の移出入は次のとおり取り

扱う。

(1) 自都道府県で生産され、農業に再投入し

た中間生産物は、自都道府県の農業産出額

から控除する。

(2) 他都道府県に販売した中間生産物は、自

都道府県の農業産出額に計上する。

(3) 他都道府県から購入した中間生産物は、

自都道府県の農業産出額から控除しない。

Ｐ14

●農業粗収益

１年間の農業経営によって得られた総収益額

をいい、農業現金収入（農産物の販売収入）、

現物外部取引価額（現物労賃及び物々交換に

よって支払手段とした農産物等の評価額）、農

業生産関連事業消費額、農業生産現物家計消費

額（家計消費に仕向けられた自家生産農産物の

評価額）、年末未処分農産物の在庫価額、共

済・補助金等受取金等の合計額から、年始め未

処分農産物の在庫価額を控除した金額をいう。

●農業経営費

農業粗収益を得るために要した資材や料金の

一切をいう。

●農業所得

農業粗収益から農業経営費を差し引いたもの

をいう。
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用語の説明（つづき）

Ｐ15

●６次産業化

農林漁業者が生産・加工・流通（販売）を一

体化し、所得の増大を図り、また、農林漁業者

が２次・３次産業と連携して地域ビジネスの展

開や新たな産業を創出することを目的とした取

組。

●農業生産関連事業

「農産加工」、「消費者に直接販売」、「観

光農園」、「農家民宿」等の農業生産に関連し

た事業をいう。

本調査においては、農業経営体又は農業協同

組合等による以下の５事業をいう。

(1) 農産加工

(2) 農産物直売所

(3) 観光農園

(4) 農家民宿

(5) 農家レストラン

Ｐ16

●経営耕地

農業経営体が経営している耕地（けい畔を含

む田、樹園地及び畑）をいい、自ら所有し耕作

している耕地（自作地）と、他から借りて耕作

している耕地（借入耕地）の合計である。土地

台帳の地目や面積に関係なく、実際の地目別の

面積とした。

●借入耕地

他人から耕作を目的に借り入れている耕地を

いう。

Ｐ18

●認定農業者

農業経営基盤強化促進法に基づき、自らの農

業経営を計画的に改善しようとする者が、農業

経営改善計画を作成し、市町村から当該改善計

画の認定を受けた者である。

なお、「認定農業者数」は、農業経営改善計

画認定数及び特定農業法人で認定農業者とみな

されている法人の合計としている。

●営農類型

(1) 「単一経営」とは、 農産物販売金額１位

の部門の販売金額が、農産物総販売金額の

80％以上を占める経営をいう。

(2) 「複合経営」とは、農産物販売金額１位

の部門の販売金額が、農産物総販売金額の

80％に満たない経営をいう。

Ｐ19

●集落営農

「集落」を単位として、農業生産過程におけ

る一部又は全部についての共同化・統一化に関

する合意の下に実施される営農を行う組織（農

業用機械の所有のみを共同で行う取組及び栽培

協定又は用排水の管理の合意のみの取組を除

く。）をいう。

なお、「集落」とは、市区町村の区域の一部

において、農業上形成されている地域社会のこ

とをいう。農業集落は、もともと自然発生的な

地域社会であって、家と家とが地縁的、血縁的

に結びつき、各種の集団や社会関係を形成して

きた社会生活の基礎的な単位である。

Ｐ20

●総合化事業計画

農林漁業者等が主体となり農林水産物等の生

産及びその加工又は販売を一体的に行う事業活

動の計画をいう。

Ｐ21

●農業水利施設

ため池、ダム、頭首工、水門、機場（ポンプ

場）、水路、集水渠や管理設備（ダム、機場等

の操作、運転、監視、制御のために設置されて

いるもの）をいう。

●保全

その施設が本来持っている機能を維持するた

め、修繕などの作業を行うことをいう。
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